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2015春闘の課題について、総務省公務員部長と交渉―2/25

－国は行き過ぎた指導・介入を行わないよう要請－
　自治労は、2015春闘の推進のため、2月25日、総務省公務員部長との交渉を実施しました。

　交渉には、総務省から、丸山公務員部長、加松公務員課長、三橋給与能率推進室長、米澤高齢対策室長らが、自治労からは、川本書記長、田中総合労働局長、森本労働条件局長、岸法対労安局長らが出席しました。

　交渉の冒頭、川本書記長は、「自民党の行革本部が『地方公務員の人件費抑制を』との財政再建計画にあたっての提言をまとめたとされている。この間、地方公務員給与は特例削減の要請や給与制度の総合的見直しなど、一方的な賃金引下げが続いており、地方の不安・不満は大きくなるばかりである。現場で働くものの切実な声として、本日の要請を受け止めていただきたい」と要請の趣旨を述べた上で、春闘期の課題５点について要請し、総務省の見解を求めました。

　交渉経過は別紙の通りです。

※　総務省の確認に時間がかかり、情報発信が遅れましたことをお詫びいたします。

2015春闘の課題について、総務省公務員部長と交渉―2/25
－国は行き過ぎた指導・介入を行わないよう要請－

　自治労は、2015春闘の推進のため、２月25日、総務省公務員部長と交渉した。
　交渉には、総務省から、丸山公務員部長、加松公務員課長、三橋給与能率推進室長、米澤高齢対策室長らが、自治労からは、川本書記長、田中総合労働局長、森本労働条件局長、岸法対労安局長らが出席した。
　交渉の冒頭、川本書記長は、「自民党の行革本部が『地方公務員の人件費抑制を』との財政再建計画にあたっての提言をまとめたとされている。この間、地方公務員給与は特例削減の要請や給与制度の総合的見直しなど、一方的な賃金引下げが続いており、地方の不安・不満は大きくなるばかりである。現場で働くものの切実な声として、本日の要請を受け止めていただきたい」と要請の趣旨を述べた。
　その上で、春闘期の課題５点について、以下の通り要請し、総務省の見解を求めた。
１．給与決定に関する国の関与について
　自治体における賃金確定については、自治体自らの判断を尊重し、国からの干渉や一方的な指導を行わないこと。とりわけ、「給与制度の総合的見直し」については、各人事委員会勧告も踏まえながら、各自治体労使間において真摯な交渉・協議が行われてきたし、今現在も続いているところもある。

　地財計画等においても、「国の給与制度の総合的見直しを踏まえ、見直しを要請」等が記載されているが、人事委員会や自治体当局に対し、「引き下げ圧力・強制」とも捉えられる、行き過ぎた指導・介入は行わないようお願いする。
２．ラスパイレス指数比較のあり方、公表のあり方の見直しについて
　今回の地方公務員給与実態調査については、国と地方の平均給与月額もあわせて公表しているとは認識している。しかし、この間、何度も言わせていただいている通り、現行のラスパイレス指数とその公表のあり方については大きく問題があると考えている。

　とくに、一時金や時間外勤務手当の計算基礎となる地域手当等は、いわば基本給に準じるものとなっており、その格差は地域によって最大で20％にものぼる。ラスパイレス指数は、一般的に給与比較と受け止められていることもあり、手当の割合が拡大する中、給料表上の額だけで比較するのは、より実態とかけ離れていくのではないか。
　そもそも比較することそのものに全面的に賛成するわけではないが、国公との賃金比較を行う場合には地域手当等も含めた給与全体とするなど、比較のあり方そのものの見直しを行うべきである。
３．改正地公法（人事評価制度の導入、等級別基準職務表）について
　人事評価システムは、その仕組みや実施を通じ、組織の目標や個人が求められる役割等を明確化し、職務の進行管理やより効率的な業務運営、人材育成等につなげることが本来的な目的と考えられる。そのためにも、団体規模や形態に応じた制度設計と職員の十分な理解、周知期間の確保や検証のための十分な試行期間と見直しの確保等が重要であり、その場合、総務省が想定しているスケジュールでは困難が生じることもあると想定される。

　したがって、「評価結果の賃金反映」を目的化させることはせず、性急な本格実施を強要しないようお願いする。

４．雇用と年金の接続について
再任用制度については、2013年３月29日に総務副大臣通知が発出されているが、未だ条例が未制定である自治体や、あるいは運用実態がまったくない自治体もある。さらに、給与水準が他自治体等に比べて非常に低いなどといった事例も報告されている。２月19日の町村評議会による要請の際にも、現場組合員の切実な声を聴いていただいたかと思う。

「雇用と年金の接続」ということにおいては、本来、早期の定年延長の実現が不可欠であるが、定年年齢の段階的引上げの制度確立までの間、すべての自治体で希望者全員が再任用されることができるよう、さらに具体的施策を講ずることを求める。

５．臨時・非常勤等職員の処遇改善について
　臨時・非常勤職員が各自治体の行政サービスに欠かすことのできない存在となっている実態を直視し、昨年７月には通知を出されたが、引き続き自治体への周知徹底を図るとともに、自治体における任期の定めのない短時間公務員制度の創設など、抜本的改善を行うことを要請する。

　これに対して、丸山公務員部長は「日頃、行政の第一線で住民サービス充実のために取り組まれていることに深く敬意を表する。地方公務員給与については様々な議論・考え方があるのは事実であるが、総務省としては、給与が法令に基づいて、国民・住民の広い理解が得られるものとして、適正な形で決定されることが大切だと考えており、この考え方に基づいて対応していく」として、各課題について次の通り回答した。
１．給与決定に関する国の関与について
　地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨を踏まえ、各団体の議会において条例で定められるものである。総務省としては、国民・住民の理解と納得が得られる適正な内容とすべきものとの考え方に立ち、必要な助言を行っているところである。

　「給与制度の総合的見直し」の地方公共団体における対応については、総務省の有識者検討会において、①地方公務員の給与制度は、国家公務員の給与制度を基本とすべきであるとする地方公務員法の給与決定原則に基づいて検討されるべきであること、②地域民間給与のより的確な反映や50歳台後半層の水準の見直しなど、国家公務員で捉える課題は、多くの地方公共団体においても共通であること、から、各地方公共団体においては、国の見直しを十分踏まえて、給与制度の見直しに取り組むことが必要であることなどが提言されているところ。
　この提言や、国の見直し方針を踏まえ、地方公共団体に対して地域民間給与のより的確な反映など適切に見直しを行うよう、平成26（2014）年10月７日付の総務副大臣通知により要請している。
　国として、こうした要請をしている以上、各地方公共団体における状況を把握し、適切に対応いただけるよう、あらゆる機会を通じて助言の趣旨を丁寧に説明するなど、各団体の取り組みをさらに促していきたい。
２．ラスパイレス指数比較のあり方、公表のあり方の見直しについて
　地方公務員と国家公務員の給与水準の比較にあたって用いているラスパイレス指数においては、国・地方とも手当を含めない本給を比較対象としている。これは、①国・地方に共通して全対象者に支給される給与の基本的部分を占めるものであること、②各種手当の算定基礎ともなるものであって、給与水準全体の傾向を示すものと考えられること、③手当は国と地方公共団体との間で、その制度や性質上、当然に差異のあるものも存在すること、などによるからである。

　国と地方の給与比較のあり方については、平成25（2013）年12月および平成26（2014）年２月の２回に渡って、地方公共団体の代表と意見交換を行ったところ。その中で、現行のラスパイレス指数には、一定の合理性や長年の実績があるなどの意見も出されており、総務省としては、地方公共団体の給与水準を国の給与水準と比較する際の指標としてラスパイレス指数は有効と考えている。
　その上で、地方公共団体からの意見も踏まえ、国と地方の給与について、給与に占める給料と手当の状況、平均給与月額の推移など、ラスパイレス指数以外の数値を分かりやすく公表したり、各団体の地域手当の支給率を加味した「地域手当補正後のラスパイレス指数」を算出し公表するなど、充実を図っているところである。
３．改正地公法（人事評価制度の導入、等級別基準職務表）について
　改正地方公務員法で導入される人事評価制度については、従来の勤務評定に替えて、能力評価と業績評価の両面から評価し、人事管理の基礎とすることを規定している。また、評価基準の明示や、評価結果の本人への開示等の仕組みを想定しているなど、能力・実績主義を実現するためのツールとして、客観性・透明性をより高めるものと考えている。

　人事評価制度の導入については、国家公務員については平成21（2009）年から本格実施されており、総務省としては地方公務員についても助言等で各地方公共団体に取り組みを促してきた。改正法の成立を受け、施行日は国と同様に「公布の日から起算して２年を超えない範囲内」とされていることから、平成28（2016）年４月からの施行を念頭に、平成27（2015）年度は試行期間とするなど、十分な時間をかけて、必要な助言や情報提供等を行ってきたところである。
　また、改正地公法においては、任命権者は「人事評価を任用、給与、分限、その他の人事管理の基礎として活用するもの」であり、「人事評価の結果に応じた措置を講じなければならない」と規定されており、評価結果を反映した、昇給・勤勉手当の運用を図ることが必要とされている。
　今後とも必要な助言や情報提供等を行い、人事評価制度の円滑な導入や運用が行われるよう取り組んでまいりたい。
４．雇用と年金の接続について
　地方公務員の雇用と年金の接続をはかるため、平成25（2013）年３月に発出した総務副大臣通知において、定年退職する職員が再任用を希望する場合に、任命権者は公的年金の支給開始まで再任用するよう要請したほか、再任用に関する条例が未制定の団体に対して、速やかに条例を制定するように要請したところである。平成26（2014）年度の再任用の実施状況を見ると、再任用を実施した団体およびフルタイム再任用職員の数が、それぞれ前年度よりも大幅に増加し、さらに再任用実施の前提となる再任用に関する条例についても、大多数の団体で制定されていることから、多くの地方公共団体では、雇用と年金の接続が図られていることと考えている。

　これまでも地方公共団体に対し、各種会議の場を通じて、雇用と年金の接続のための再任用実施を要請するとともに、条例の早期制定についても重ねてお願いしてきたところであり、引き続きこのような具体的取り組みを続けていきたい。
５．臨時・非常勤等職員の処遇改善について
　地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用等については、それぞれの地方公共団体において、その職務の内容等に応じて適切に定めていただくべきもの。

　総務省では、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用等について、制度の趣旨と勤務の内容に応じた任用・勤務条件が確保できるよう、昨年７月に新たな通知を発出したところ。総務省としては、会議等の場を通じて、その通知の内容の周知徹底に努めているところであり、制度の適切な運用がなされるよう、今後も引き続き、必要な助言等を行っていきたい。
　任期の定めのない常勤職員を中心とする公務の運営の原則は維持されるべきものである。任期の定めのない「短時間勤務職員制度」については、長期的な人事管理に困難が予想されること等、検討すべき様々な課題があると考えている。また、民間でも、契約期間の定めのない「短時間正社員制度」のような雇用形態は、一般的とは言い難いと認識しており、民間労働法制の議論の動向や短時間正社員制度の普及状況などを踏まえ、様々な観点から幅広く議論、検討していく必要があると考えている。
これらの回答に対し、川本書記長は改めて総務省の考えを質した。
（１）給与決定に関する国の関与について
＜川本書記長＞　総合的見直しについて、有識者検討会報告は、現在の地公給与の問題点のひとつとして、「人事委員会機能が十分に発揮されていない」ことをあげている。　その一方で、今回、国と異なる勧告を出した人事委員会等に対し、かなり細かなヒアリングを実施したと聞いている。それは、「状況の確認、聴取」にとどまらず、実質的には強いプレッシャーとして働いたという報告が寄せられている。
　人事委員会機能を発揮した結果として独自の勧告を行ったことと、今回の総務省の対応は矛盾していると言わざるを得ない。「国と同様の制度にし、水準は国以下にすること」のみを求めているのではないか。
　今年の春闘は、先週来から民間での交渉が行われている状況であり、４月以降も含めた今後の各自治体や人事委員会に対する「指導」「助言」については、極めて慎重にしていただきたい。
＜丸山部長＞　繰り返しになるが、地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨を踏まえ、各団体の議会において条例で定められるものである。その場合、人事委員会を設置している団体においては、その人事委員会機能の十分な発揮が重要である。
　総務省としては、その人事委員会機能の発揮においても、法令に基づいた適正なものとなることが重要であると考えており、国民・住民の理解と納得が得られる適正な内容とすべきものとの基本的考え方に立ち、必要な助言等を行っているところ。また、国として、地方に向けて要請をさせていただいている以上、各地方公共団体における状況をきちんと把握し、適切に対応いただけるよう、あらゆる機会を通じて状況等を伺いながら、助言の趣旨を丁寧に説明していくことは重要であると考えている。こうした取り組みを通じて、各団体の対応をさら促していきたいと考えている。
＜川本書記長＞　地方公務員の給与決定にあたっては、それぞれの人事委員会の主体性や、労使での自主的な交渉の結果、また自治体の自己決定、これらを尊重すべきであると考える。当然、自治体においても決定したことには説明責任を果たさないといけない。労使交渉と自治体の自己決定の尊重を引き続き受け止めていただきたい。
（２）人事評価制度の「職員の理解」の促進の推奨について

＜川本書記長＞　人事評価制度について、「円滑な導入・運用」ということで言えば、制度の「公正性・客観性の確保」とともに、職員の納得性が確保されることが重要と考える。そのためには、設計段階も含めて、労使の協議が行われていることが必要なのではないか。

　とくに評価結果を活用する際には、公平性・公正性とともに納得性が大きな課題になる。同時に、試行と検証に基づき、制度の見直しや評価者訓練などをたんねんに行い、評価のばらつきを抑える作業が必要である。

　現在、各自治体当局が組合との協議を拒否し、一方的に導入したなどの報告も届いている。評価結果が給与に反映された場合、給与は勤務条件にあたることから、これまでも、評価結果に納得できずに公平委員会への措置要求・不服申立てなど行われている。今回の評価制度実施にあたっての議論の経過の中で、それぞれの納得・合意がえられず、大きな評価のばらつきに基づいた拙速な給与反映が行われるならば、組織的な対応も検討せざるをえない場面があるのではないかと考えている。

　「職員の理解の促進」「組合との協議」ということについて、総務省としてもより積極的に推奨を願いたい。

＜丸山部長＞　人事評価制度の導入にあたっては、評価の公正性・透明性・客観性・納得性を確保することが重要である。そのため各地方公共団体において、その枠組みを適切に構築することが大切だと考えている。人事評価制度は、①職員の執務の状況を的確に把握・記録する手段であること、②人事評価の結果の活用方法については、人事評価制度そのものでなく、任用・給与・分限等それぞれの制度・運用において定められるものであること、から、人事評価制度それ自体は現行の勤務評定と同様に、労使交渉の対象となる勤務条件には該当しないものと考えている。

　しかしながら、人事評価制度の円滑な導入と運用のためには、職員への十分な周知と理解を踏まえながら進めていくことが重要であると考えている。平成26（2014）年８月に地方公共団体に対して通知した人事評価制度の構築・運用に関する留意事項の中でも、①職員への十分な周知と理解が重要であること、②試行や実際の運用を通じた制度改善や評価者訓練の実施が重要であること、等を助言しているところ。
　引き続き、人事評価制度の円滑な導入と運用がはかれるよう、こういった趣旨を十分に地方に伝わるように助言等してまいりたい。
＜川本書記長＞　ともすれば、評価制度を導入して格差をつけることが目的化してしまう恐れもあるので、2016年４月本格実施と言われているが、焦ることなく、丁寧に労使合意・職員の理解を総務省としても追求していただきたい。
（３）臨時・非常勤等職員に関する通知の周知徹底・全国状況調査について
＜川本書記長＞　臨時・非常勤等職員の処遇改善については、自治労も通知を活用した取り組みを進めているところであるが、総務省としても、通知の周知・徹底のためにも、臨時・非常勤等職員の勤務条件、さらには「雇止め」などの実態などについて、全国状況の点検を行っていただきたい。そのことが、職務内容に応じた任期の定めのない職員（正規職員）との均等・均衡を図り、勤務環境が改善されることになると考える。

＜丸山部長＞　先般の通知の内容は多岐にわたっており、市町村を含め地方公共団体の状況は様々であると認識している。現段階では、まずは通知の内容を周知し、地方公共団体の理解が進むように努めていくことが肝要であると考えている。
　地方公共団体では、現在、通知の趣旨を踏まえて対応をそれぞれ検討いただいているところであり、現時点での全国的な調査は考えていないが、総務省として、ブロック会議等様々な場を通じて、地方公共団体から状況を聞くなどしながら、また、相談があればよく状況を聞いて、制度の適切な運用がはかられるよう、引き続き、必要な助言等を行っていきたい。
＜川本書記長＞　引き続き周知の徹底を図っていただくとの答えだったか、状況によっては全国調査も検討いただきたい。また雇止めといった雇用不安がなくなったわけではないので、克服にむけた努力をお願いする。
　最後に、川本書記長から、「１月末頃から、政府・自民党による財政再建にかかわる地方公務員給与の削減等の報道がされているが、国が地方公務員の給与決定に直接介入することは認められない立場であることは改めて申し上げておく。安倍政権は経済状況は上向いていると言っているが、この間、地方公務員は国の方針に基づく給与削減を受けるなかで地域間の給与格差が拡大ており、またこのことが地方経済に悪影響を与え、政権方針とまさしく逆行するものだと言わざるを得ない。給与決定においては、労使交渉・自治体の自己決定を尊重するとともに、地方分権・地域主権につながるような取り組みを進め、職員のモチベーション高めることが、質の高い公共サービスにもつながるものであると考える。また、昨日（２月24日）には、連合として公務員の労働基本権回復を求める全国集会を行ったところでだが、地方公務員の自律的労使関係制度について、国家公務員での検討状況を踏まえて検討するよう願う。さらに、東日本大震災から４年が経とうとしているが、自治労の調査によると、被災自治体を中心にいまだに心を痛めている職員が多くいる結果となっている。こうした職員の健康の問題について、国の責任で対策を進めていただきたい。そのことが、現地で復旧・復興を願う住民の期待にも応えるものともなると考える」とし、交渉を終えた。
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